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1.  平成23年9月期第1四半期の連結業績（平成22年10月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年9月期第1四半期 3,988 18.0 211 ― 307 ― 176 △85.4
22年9月期第1四半期 3,379 △22.3 △303 ― △237 ― 1,205 ―

1株当たり四半期純利益 潜在株式調整後1株当たり四半期
純利益

円 銭 円 銭

23年9月期第1四半期 6.07 6.06
22年9月期第1四半期 41.48 41.41

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年9月期第1四半期 33,442 30,386 90.9 1,044.87
22年9月期 35,322 31,619 89.5 1,087.32

（参考） 自己資本   23年9月期第1四半期  30,386百万円 22年9月期  31,619百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年9月期 ― 6.00 ― 48.00 54.00
23年9月期 ―
23年9月期 

（予想） 16.00 ― 10.00 26.00

3.  平成23年9月期の連結業績予想（平成22年10月1日～平成23年9月30日） 
（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
(累計) 10,500 6.9 1,200 21.2 1,350 17.0 800 △56.1 27.51

通期 20,000 12.1 1,800 45.5 2,100 32.2 1,250 △34.8 42.98



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基
づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、四半期決算短信（添付資料）3ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.4「その他」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年9月期1Q 30,637,000株 22年9月期  30,637,000株
② 期末自己株式数 23年9月期1Q  1,555,536株 22年9月期  1,556,832株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年9月期1Q 29,080,480株 22年9月期1Q 29,074,090株
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当第1四半期連結会計期間は、中国をはじめとした新興国経済および米国経済がともに堅調に推移

するなか、日本経済も輸出が徐々に回復を見せ、設備投資も調整が進んで比較的明るさを取り戻す状

況で終えました 

こうした中、当社グループは“はかる技術”を基本としたビジネスコンセプトを継続し、研究開発

市場に傾注し、国内産業の次なる成長の糧となる“新しい技術・製品の開発”の一翼を担うべく、欧

米を中心にした先端計測技術・機器の導入と、ソフトウェアを中心にした自社システム製品の増強に

力を入れてきました。この結果、連結売上高は39億8千8百万円（前年同四半期比18.0%増）となりま

した。 

売上高を形態別で見ますと、主力分野の情報通信測定機器事業、振動解析測定機器事業、EMC測定

機器事業はいずれも堅調に推移し、これらを含む輸入国内取引は36億5千1百万円となりました。ま

た、韓国向けを中心とした日本からの輸出取引高は3億3千7百万円となりました。 

利益面では、営業利益2億1千1百万円（前年同四半期は営業損失3億3百万円）、経常利益3億7百万

円（前年同四半期は経常損失2億3千7百万円）、四半期純利益は1億7千6百万円（前年同四半期は四半

期純利益12億5百万円）となりました。 

各セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①物性測定機器事業 

物性測定機器事業におきましては、リチウムイオン電池に代表されるバッテリー素材の開発や新

たな半導体素材の研究、更にはバイオテクノロジーにおいても物質の電気特性を測定評価するニー

ズが強まりました。この結果、売上高は7億2千2百万円、営業利益は1千3百万円となりました。 

②情報通信測定機器事業 

情報通信測定機器事業におきましては、LTEやクラウドコンピューティングに関連する技術開発

が従来に倍するスピードで進んでおり、一般企業においても情報通信を武器に事業展開をはかる傾

向が強まりました。この結果、売上高は11億6千万円、営業利益は1億4千6百万円となりました。 

③振動解析測定機器事業 

振動解析測定機器事業におきましては、自動車関連業界で培った測定技術とコンサルティング能

力を鉄道・航空・宇宙関連産業に展開してきました。この結果、売上高は4億7千6百万円、営業利

益は8千8百万円となりました。 

④ＥＭＣ測定機器事業 

EMC測定機器事業におきましては、環境問題とも密接に関連する電磁波（EMC）測定技術の中国を

中心としたアジアでの拡がりなどが顕著になってきました。この結果、売上高は4億3千8百万円、

営業損失は4千5百万円となりました。 

⑤その他の測定機器事業 

その他の測定機器事業におきましては、多岐に渡る測定分野が対象になっており、その中で海洋

計測における新製品効果がみられるようになりました。この結果、売上高は9億3千2百万円、営業

利益は5千2百万円となりました。 

  

(注)なお、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」等の適用により、当第1四半期連結会計

期間より、「物性測定機器事業」、「情報通信測定機器事業」、「振動解析測定機器事業」、

1. 当四半期の連結業績等に関する定性的情報

(1) 連結経営成績に関する定性的情報
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「EMC測定機器事業」、「その他の測定機器事業」の５つを報告セグメントとして、セグメント情

報を開示しております。そのため、上記セグメント別の業績の記載において、前年同期との比較は

行っておりません。 

  

①資産、負債及び純資産の状況 

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ18億7千9百万円減少し、

334億4千2百万円となりました。主な増加要因は、商品の増加2億7千4百万円等によるものでありま

す。一方、主な減少要因は、有価証券の減少9億4千万円、現金及び預金の減少4億8千6百万円等によ

るものであります。 

 負債は、前連結会計年度末に比べ6億4千6百万円減少し、30億5千5百万円となりました。主な減少要

因は、役員退職慰労引当金の減少3億3千9百万円等によるものであります。 

 純資産は、前連結会計年度末に比べ12億3千3百万円減少し、303億8千6百万円となりました。主な減

少要因は、配当金の支払等による利益剰余金の減少12億2千1百万円等によるものであります。 

②キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年

度末に比べ8億8千6百万円減少し、32億9千6百万円となりました。 

 当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであ

ります。  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

資金の主な増加要因は、売上債権の減少額3億3千8百万円及び税金等調整前四半期純利益3億2千3百

万円の計上によるものであり、一方、資金の主な減少要因は、役員退職慰労引当金の減少額3億3千9

百万円の計上及び法人税等の支払額3億1千8百万円の計上によるものであります。 

 この結果、営業活動によるキャッシュ・フローは1億8千6百万円の減少となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

資金の主な増加要因は、有価証券の売却による収入12億4千8百万円によるものであり、一方、資金

の主な減少要因は、投資有価証券の取得による支出4億2百万円によるものであります。 

 この結果、投資活動によるキャッシュ・フローは6億9千7百万円の増加となりました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

資金の主な減少要因は、配当金の支払額13億9千5百万円によるものであります。 

 この結果、財務活動によるキャッシュ・フローは13億9千6百万円の減少となりました。     

  

平成23年９月期の連結業績予想につきましては、平成22年10月21日に公表いたしました連結業績予想

に変更はありません。 

  

  

(2) 連結財政状態に関する定性的情報

(3) 連結業績予想に関する定性的情報
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該当事項はありません。  

  

①当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し前連結会計年度末に係る

実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定しております。 

②定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分する方法によ

り算定しております。  

  

・会計処理基準に関する事項の変更  

①当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３月

10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平

成20年３月10日）を適用しております。これによる損益への影響はありません。 

②当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20

年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成

20年３月31日）を適用しております。これによる損益への影響はありません。 

・表示方法の変更 

(四半期連結損益計算書関係) 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規

則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第１四半期連

結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 

  

役員退職慰労引当金 

当社の役員退職慰労引当金については、従来、役員に対する退職慰労金支給に備えるため、役員退職

慰労金規則に基づいて計算した要支給額を計上しておりましたが、平成22年10月21日開催の取締役会に

おいて役員退職慰労金制度を廃止することを決議するとともに、平成22年12月17日開催の第58回定時株

主総会において在任期間に対応する退職慰労金を打ち切り支給することを決議しております。 

 なお、支給時期は各役員それぞれの退任時とし、当該総会までの期間に相当する役員退職慰労金相当

額155,950千円を固定負債の「その他」に計上しております。 

  

2. その他の情報

(1) 重要な子会社の異動の概要

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要

(追加情報)
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3. 四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,632,963 2,119,531

受取手形及び売掛金 3,359,456 3,697,571

有価証券 8,384,157 9,324,752

商品及び製品 1,008,623 734,512

その他 797,688 629,165

貸倒引当金 △700 △400

流動資産合計 15,182,188 16,505,133

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,702,084 2,729,225

車両運搬具（純額） 11,131 5,972

工具、器具及び備品（純額） 488,166 486,661

土地 5,635,485 5,635,485

有形固定資産合計 8,836,867 8,857,344

無形固定資産

その他 74,770 76,132

無形固定資産合計 74,770 76,132

投資その他の資産

投資有価証券 5,832,941 6,027,460

その他 3,541,262 3,881,775

貸倒引当金 △25,800 △25,800

投資その他の資産合計 9,348,404 9,883,435

固定資産合計 18,260,042 18,816,912

資産合計 33,442,231 35,322,045

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,342,321 1,396,257

未払法人税等 7,902 327,539

賞与引当金 220,000 490,000

役員賞与引当金 － 25,000

その他 892,739 656,155

流動負債合計 2,462,963 2,894,952

固定負債

退職給付引当金 434,969 465,786

役員退職慰労引当金 － 339,783

その他 157,950 2,000

固定負債合計 592,919 807,569

負債合計 3,055,883 3,702,522
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,158,000 4,158,000

資本剰余金 4,603,500 4,603,500

利益剰余金 23,320,058 24,541,309

自己株式 △1,642,391 △1,643,881

株主資本合計 30,439,166 31,658,927

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △4,421 △3,481

繰延ヘッジ損益 △11,642 △6,159

為替換算調整勘定 △36,754 △29,763

評価・換算差額等合計 △52,819 △39,404

純資産合計 30,386,347 31,619,523

負債純資産合計 33,442,231 35,322,045

㈱東陽テクニカ(8151)　平成23年9月期第1四半期決算短信

－6－



(2) 四半期連結損益計算書

【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年10月１日
至 平成22年12月31日)

売上高 3,379,225 3,988,652

売上原価 1,874,777 2,117,001

売上総利益 1,504,447 1,871,651

販売費及び一般管理費 1,808,112 1,659,781

営業利益又は営業損失（△） △303,664 211,869

営業外収益

受取利息 28,769 29,963

受取配当金 7,270 8,497

有価証券売却益 5,559 11,104

為替差益 12,025 37,526

持分法による投資利益 － 2,576

その他 16,669 7,597

営業外収益合計 70,294 97,267

営業外費用

支払利息 992 1,077

有価証券売却損 3,000 660

持分法による投資損失 606 －

その他 6 1

営業外費用合計 4,605 1,738

経常利益又は経常損失（△） △237,975 307,398

特別利益

固定資産売却益 7,076 18,255

事業譲渡益 1,355,915 －

特別利益合計 1,362,992 18,255

特別損失

固定資産処分損 4,502 1,674

その他 514 －

特別損失合計 5,016 1,674

税金等調整前四半期純利益 1,119,999 323,978

法人税、住民税及び事業税 2,000 2,000

法人税等調整額 △99,796 145,483

法人税等合計 △97,796 147,483

少数株主損益調整前四半期純利益 － 176,495

少数株主利益 11,939 －

四半期純利益 1,205,856 176,495
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(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年10月１日
至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,119,999 323,978

減価償却費 118,632 94,284

のれん償却額 998 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,400 300

賞与引当金の増減額（△は減少） △220,000 △270,000

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △13,000 △25,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,510 △30,816

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5,749 △339,783

受取利息及び受取配当金 △36,040 △38,461

支払利息 992 1,077

持分法による投資損益（△は益） 606 △2,576

有価証券売却損益（△は益） △2,559 △10,444

投資有価証券売却損益（△は益） 514 －

事業譲渡損益（△は益） △1,355,915 －

有形固定資産除売却損益（△は益） △2,573 △16,580

売上債権の増減額（△は増加） 852,475 338,115

たな卸資産の増減額（△は増加） △100,399 △274,110

仕入債務の増減額（△は減少） △31,887 △53,936

長期未払金の増減額（△は減少） － 155,950

その他 249,323 242,709

小計 588,027 94,706

利息及び配当金の受取額 36,040 38,461

利息の支払額 △992 △1,077

法人税等の支払額 △8,214 △318,836

営業活動によるキャッシュ・フロー 614,860 △186,746

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △294,049 △197,660

有価証券の売却による収入 1,126,537 1,248,884

有形固定資産の取得による支出 △134,672 △67,630

有形固定資産の売却による収入 12,667 22,179

無形固定資産の取得による支出 △26 △6,028

投資有価証券の取得による支出 △806,380 △402,150

投資有価証券の売却による収入 61,083 99,041

事業譲渡による収入 937,030 －

その他 3,644 555

投資活動によるキャッシュ・フロー 905,835 697,191
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年10月１日
至 平成22年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △784,945 △1,395,848

自己株式の取得による支出 △158 △410

ストックオプションの行使による収入 3 1

財務活動によるキャッシュ・フロー △785,100 △1,396,256

現金及び現金同等物に係る換算差額 25,587 △602

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 761,182 △886,414

現金及び現金同等物の期首残高 3,404,629 4,182,558

現金及び現金同等物の四半期末残高 4,165,812 3,296,143
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該当事項はありません。  

  

【事業の種類別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)   

当社及び在外連結子会社２社は、国内及び海外におけるエレクトロニクス関連商品を中心とする

各種商品の製造、販売及びそれらの取引に関連する保守、サービス等の役務提供ををおこなってお

りますが、当該エレクトロニクス関連商品のセグメントの売上高及び営業利益の金額は、全セグメ

ントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類

別セグメント情報の記載を省略しております。なお、在外連結子会社のCLEARSIGHT NETWORKS,

INC. 及びCLEARSIGHT NETWORKS TECHNOLOGY BEIJING LTD.については同社株式のすべてを売却した

ことにより、12月末に連結の範囲から除外しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日) 

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セ

グメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前第１四半期連結累計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)  

 
   注) １ 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。  

   ２ 各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。  

     (1) 北米………米国、カナダ 

     (2) アジア……韓国、中国、台湾、香港、シンガポール 

   ３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

【セグメント情報】  

（追加情報） 

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第

17号 平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）を適用しております。 

  

１．報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可

能であり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対

象となっているものであります。 

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) セグメント情報

北米 アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 87,724 332,768 21,718 442,211

Ⅱ 連結売上高(千円) - - - 3,379,225

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 2.60 9.85 0.64 13.09
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当社グループは、情報通信測定機器等測定機器類の輸入販売を主たる業務としており、各事業ご

とに戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

したがって、当社グループの構成単位は、製品の種類別セグメントから構成されており、製品の

種類・性質の類似性により、「物性測定機器事業」、「情報通信測定機器事業」、「振動解析測定

機器事業」、「EMC測定機器事業」、「その他の測定機器事業」の５つを報告セグメントとしてお

ります。 

「物性測定機器事業」は、新規開発素材の電気特性の測定評価機器等の販売を行っています。 

「情報通信測定機器事業」は、有線・無線のネットワークのインフラ評価及びネットワーク上の

情報の安全性・安定性を確保するための評価測定機器等の販売を行っています。 

「振動解析測定機器事業」は、音と振動を解析する測定評価機器等の販売を行っています。 

「EMC測定機器事業」は、電磁波の測定評価機器等の販売を行っています。 

「その他の測定機器事業」は、ソフトウェアの品質や海洋などの測定評価機器等の販売を行って

います。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第１四半期連結累計期間(自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日) 

                                  （単位：千円） 

 
注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主に韓国向けの社会インフラ等の販売を

含んでおります。 

  

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該

差額の主な内容（差異調整に関する事項）     

                         （単位：千円） 

 
注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

  

該当事項はありません。 

  

  

  

  

報告セグメント
その他
（注）

合計
物性 

測定機器
情報通信 
測定機器

振動解析
測定機器

EMC
測定機器

その他の
測定機器

計

売上高 722,176 1,160,726 476,010 438,473 932,634 3,730,019 258,633 3,988,652

セグメント利益
又は損失（△）

13,724 146,318 88,254 △45,222 52,132 255,206 7,363 262,569

利益 金額

報告セグメント計 255,206

その他の区分の利益 7,363

全社費用 △50,700

四半期連結損益計算書の営業利益 211,869

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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